
電子自治体への政府の動き

中央政府の「電子政府」構想に呼応

する形で、電子自治体推進の動きが加速

してきた。2000年7月に自治省（現在の

総務省）が「IT革命に対応した地方公

共団体における情報化推進本部（地域

IT推進本部）」を設置。8月には同本部

が地方公共団体の取り組むべき施策を具

体的に示した「IT革命に対応した地方公

共団体における情報化施策等の推進に関

する指針」を策定。12月には自治省が地

方公共団体支援のために実施する事項を

示した「地域IT推進のための自治省アク

ション・プラン」を策定し公表した。

地方自治体は国よりも市民に身近な存

在であるだけに、電子自治体の推進は地

域の情報化にとっても重要な役割を果た

すと考えられる。「IT革命に対応した地

方公共団体における情報化施策等の推進

に関する指針」では、基本的方向として、

「ネットワークを活用した行政の簡素化・

効率化」とともに、「住民の利便性の向

上」、「高度・多様化する住民ニーズへの

対応」、「地域における情報基盤の整備」

を目標としている。

地方公共団体が早急に取り組むべき事

項についても、市民の利便性を高めるも

のとして、「申請・届出等手続のオンラ

イン化の推進」がかかげられている。そ

の実現のために、地方公共団体の組織認

証基盤を、都道府県および政令指定都市

では2001年度まで、その他の市町村では

2003年度までに構築するとしている。ま

た、地方公共団体における個人認証基盤

の構築についても、2003年度までの運用

開始と、具体的目標年次も設定された。

申請書類のダウンロードや

施設予約などが先行

中央政府のリーダーシップとビジョン

は、自治体のIT化を促進するうえで大き

な弾みになると期待されている。とはいえ、

中央政府が支援推進するものは、標準化

が必要な比較的大規模なものである。実

現にはそれなりの時間も必要だ。もちろ

ん、そうした施策も必要であるが、中央

政府の施策を待たずに始められるものも

少なくない。むしろ自治体のIT施策は、

地域の主体的な取り組みこそが大事であ

るともいえよう。いくつかの自治体では、

独自の取り組みが始まっているところも

ある。

その1つに申請書のダウンロードサービ

スがある。内容は、住民票請求書、婚姻

届のような市民向けのものから、入札用

の書式までさまざまである。自治体の多

くはPDF形式で提供しているが、ワード

やエクセルの形式で提供している例もあ

る。いずれもプリンターに出力してそのま

ま提出用書類として利用できる。ただし、

自治省の調査では、2000年4月現在、ホ

ームページを通じて申請書のダウンロード

サービスをしている例はまだ88件に過ぎ

ない。また、神奈川県横須賀市のように、

インターネットを利用した電子入札への

取り組みを始めた例もある。入札案件の

公募情報や入札結果がホームページで公

開されることで、入札事務の効率化ばか

りでなく市民への情報公開の役割も果た

している。

公共施設の予約状況チェックや予約を

オンラインで提供する自治体もある。千

葉県市川市では、各種行政情報サービス

と公共施設の予約手続きをインターネッ

ト経由で利用できる「360+5情報サポー

ト」を提供している。自宅や公共端末か

ら365日24時間いつでも行政サービスを

利用できるようにしようというものだ。公

共端末は市内に限らず、首都圏、南関東

の1000店舗以上のコンビニエンスストア

にも設置しているのが特徴である。この

ほかでは、東京都の水道局が、2001年4

月より、水道の利用開始と中止の受け付

けをインターネット経由で開始したのも新

しい動きだ（当面は23区が対象）。

市民参加のツールとして期待「電子会議」

自治体のIT革命は、従来型行政サー

ビスの生産性と利便性の向上だけが目的

ではない。ITを活用することで市民と行

政の関係そのものを変えていくことこそが

「革命」という名にふさわしい。その点で

は、パブリックインボルブメントなど政策

形成過程への市民参加のツールとしてイ

ンターネットの活用が考えられる。とくに

電子ネットワークの双方向性を生かした

市民参加型電子会議は、政策形成過程

への市民参加を広げるツールとして期待

されている。

本白書でもすでに紹介された神奈川県

藤沢市の「市民電子会議室」や、神奈

川県大和市の「どこでもコミュニティ」

がその代表例である。このほか、北海道

札幌市では、1999年度に「政策研究電

子会議」としてスタートした市民参加型

の電子会議室「eトークさっぽろ」が設置

されている。また、東京都三鷹市では、

2001年2月から3月までの期間限定であ

ったが、三鷹市基本構想第一次素案につ

いて、幅広い市民からの意見を募り、市

民同士が議論をする場として「市民電子

会議室」が設置された。

自治省の調査をみると、2000年4月現

在、地方公共団体のホームページを通じ

て全国で107の電子会議が運営されてい

るという。その多くは市民同士の日常的

な交流の場を提供する電子掲示板的なも

のである。パブリックインボルブメントを

志向した電子会議はまだ少数にとどまる

が、今後、行政・市民の協力で発展して

いくことが期待される。

（杉井鏡生　インフォメーション・コーディネータ）
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